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(57)【要約】
【課題】内燃機関の燃焼制御装置において、着火時期を
正確に且つ速やかに得ることができる技術を提供する。
【解決手段】気筒内のガス温度がガスの着火可能温度に
到達する時期と、気筒内に燃料が噴射される時期と、を
比較し、該気筒内に燃料が噴射される時期のほうが遅い
場合には、該気筒内に燃料が噴射される時期から所定期
間後が着火時期であると判定し、該気筒内に燃料が噴射
される時期のほうが早い場合には、該気筒内に燃料が噴
射される時期から前記ガスの着火可能温度に到達する時
期までの期間に応じて着火時期を判定する。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧縮開始時のガスの温度に基づいて圧縮行程における気筒内のガス温度を算出するガス
温度算出手段と、
　前記ガス温度算出手段により算出される温度がガスの着火可能温度に到達する時期と、
前記気筒内に燃料が噴射される時期と、を比較し、該気筒内に燃料が噴射される時期のほ
うが遅い場合には、該気筒内に燃料が噴射される時期から所定期間後が着火時期であると
判定し、該気筒内に燃料が噴射される時期のほうが早い場合には、該気筒内に燃料が噴射
される時期から前記ガスの着火可能温度に到達する時期までの期間に応じて着火時期を判
定する着火時期判定手段と、
　を備えることを特徴とする内燃機関の燃焼制御装置。
【請求項２】
　前記着火時期判定手段は、前記気筒内に燃料が噴射される時期のほうが前記ガスの着火
可能温度に到達する時期よりも早い場合であって、該気筒内に燃料が噴射される時期から
前記ガスの着火可能温度に到達する時期までの期間が前記所定期間よりも長い場合には、
前記ガス温度算出手段により算出される温度がガスの着火可能温度に到達する時期が着火
時期であると判定することを特徴とする請求項１に記載の内燃機関の燃焼制御装置。
【請求項３】
　前記着火時期判定手段は、前記気筒内に燃料が噴射される時期のほうが前記ガスの着火
可能温度に到達する時期よりも早い場合であって、該気筒内に燃料が噴射される時期から
前記ガスの着火可能温度に到達する時期までの期間が前記所定期間よりも短い場合には、
該気筒内に燃料が噴射される時期から前記所定期間後が着火時期であると判定することを
特徴とする請求項１または２に記載の内燃機関の燃焼制御装置。
【請求項４】
　前記着火時期に応じて気筒内の燃焼ガスの温度を算出する燃焼ガス温度算出手段を備え
ることを特徴とする請求項１から３の何れか１項に記載の内燃機関の燃焼制御装置。
【請求項５】
　前記燃焼ガス温度算出手段は、着火時期が上死点前の場合には、着火時期までの圧縮行
程における温度上昇と、燃焼による温度上昇と、燃焼から上死点までの圧縮行程における
温度上昇と、上死点からの膨張行程における温度降下と、を夫々算出することにより、気
筒内の燃焼ガスの温度を算出することを特徴とする請求項４に記載の内燃機関の燃焼制御
装置。
【請求項６】
　前記燃焼ガス温度算出手段は、着火時期が上死点後の場合には、着火時期までの温度上
昇と、燃焼による温度上昇と、燃焼後の膨張行程における温度降下と、を夫々算出するこ
とにより、気筒内の燃焼ガスの温度を算出することを特徴とする請求項４または５に記載
の内燃機関の燃焼制御装置。
【請求項７】
　前記燃焼ガス温度算出手段は、気筒内のガス温度の積算値をそのガス温度を積算した期
間で除することにより気筒内のガス温度の平均値を算出することを特徴とする請求項５ま
たは６に記載の内燃機関の燃焼制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内燃機関の燃焼制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　内燃機関における燃料の着火時期はスモークやＮＯx等の排気エミッション、燃焼騒音
、燃費等の特性に影響を与える。着火時期に係る各種運転パラメータ（例えば燃料噴射量
、燃料噴射時期、吸入空気量、ＥＧＲ率等）は、これらの特性が所定の目標値や規制を満



(3) JP 2010-7514 A 2010.1.14

10

20

30

40

50

足するように予め適合作業により決定される。
【０００３】
　しかし、適合作業により決定される前記各運転パラメータの値は、所定の条件下におい
て機関運転状態が定常運転状態である場合に前記諸特性を好適に制御し得るように最適化
された値であるため、機関運転状態が時間的に変動する過渡運転状態の場合や燃料性状や
外気温等の外的要因が変動した場合には、適合作業によって決定された運転パラメータに
従って機関が運転されても、実際の着火時期が目標着火時期からずれる場合がある。
【０００４】
　これに対し、気筒内での着火時期を検知する着火時期センサを備えて実際の着火時期を
検知し、この値が目標値となるように着火時期制御パラメータ（燃料噴射時期等）を制御
する技術が知られている（例えば、特許文献１参照。）。
【特許文献１】特開平１１－１０７８２０号公報
【特許文献２】特開２００５－１８０２２０号公報
【特許文献３】特開２００５－１５５６０３号公報
【特許文献４】特開２００５－１３３６０１号公報
【特許文献５】特開２００４－１５０３７６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、着火時期センサを内燃機関に取り付けるのは困難な場合もある。また、フィー
ドバック制御により着火時期制御パラメータを変更すると、着火時期が実際に変わるのは
次回以降のサイクルとなるため、燃焼状態の悪化や燃費の悪化を招く虞がある。
【０００６】
　本発明は、上記したような問題点に鑑みてなされたものであり、内燃機関の燃焼制御装
置において、着火時期を正確に且つ速やかに得ることができる技術を提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を達成するために本発明による内燃機関の燃焼制御装置は、以下の手段を採用
した。すなわち、本発明による内燃機関の燃焼制御装置は、
　圧縮開始時のガスの温度に基づいて圧縮行程における気筒内のガス温度を算出するガス
温度算出手段と、
　前記ガス温度算出手段により算出される温度がガスの着火可能温度に到達する時期と、
前記気筒内に燃料が噴射される時期と、を比較し、該気筒内に燃料が噴射される時期のほ
うが遅い場合には、該気筒内に燃料が噴射される時期から所定期間後が着火時期であると
判定し、該気筒内に燃料が噴射される時期のほうが早い場合には、該気筒内に燃料が噴射
される時期から前記ガスの着火可能温度に到達する時期までの期間に応じて着火時期を判
定する着火時期判定手段と、
　を備えることを特徴とする。
【０００８】
　ここで、着火とは、冷炎が発生することとしても良い。つまり、着火時期は、冷炎が発
生する時期としても良い。そして、着火時期は圧縮開始時のガスの温度の影響を受ける。
つまり、気筒内のガスの圧縮開始時の該ガスの温度が高いほど、より早く着火可能温度に
到達するため、着火時期が早くなる。なお、ここでいう着火可能温度とは、着火に必要と
なる温度の下限値をいう。
【０００９】
　ところで、圧縮開始時のガスの温度は、それ以前のサイクルにおけるガス温度の影響を
受ける。つまり、気筒内で燃焼が行われると、吸気マニホールド、吸気ポート、吸気弁、
排気弁、ピストン、気筒壁面、気筒内の残留ガス等の温度が上昇する。そして、気筒内に
吸入されるガスは、これらから熱を受けて温度が上昇する。これら吸気マニホールド、吸
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気ポート、吸気弁、排気弁、ピストン、気筒壁面、気筒内の残留ガス等の温度は、前サイ
クルまでのガス温度に基づいて算出することができる。
【００１０】
　ここで、前サイクルのガス温度は、前サイクルの着火時期により変わる。つまり、今回
のサイクルの圧縮開始時のガスの温度を求めるために、各部材や残留ガスから吸気が受け
た熱量を算出する必要があるが、これには以前のサイクルでの各部材への伝熱量を求める
必要がある。これには、前回のサイクルにおける気筒内のガス温度が必要となるが、この
ガス温度は前回のサイクルの着火時期によって変わるため、この着火時期を求めることが
必要となる。この前回のサイクルの着火時期は、前回のサイクルの圧縮開始時のガスの温
度によって変わる。
【００１１】
　すなわち、今回のサイクルの圧縮開始時のガスの温度を求めるために、前回のサイクル
の圧縮開始時のガスの温度を求める必要がある。同様に、前回のサイクルの圧縮開始時の
ガスの温度を求めるために、前々回のサイクルの圧縮開始時のガスの温度を求める必要が
ある。
【００１２】
　逆に、各サイクルで圧縮開始時のガスの温度を求めれば、今回のサイクルにおける圧縮
開始時のガスの温度を求めることができる。つまり、圧縮開始時のガスの温度を繰り返し
算出することにより、今回の圧縮開始時のガスの温度を算出することができる。
【００１３】
　このようにして、圧縮開始時のガスの温度を算出することができれば、例えば圧縮行程
で断熱圧縮が行なわれると仮定することにより、圧縮開始から着火までの圧縮行程におけ
る気筒内のガス温度を算出することができる。
【００１４】
　そして、本発明では着火時期判定手段により着火時期を判定している。ここで判定する
着火時期は、前サイクルのものとしても良く、今回のサイクルのものとしても良い。
【００１５】
　ここで、気筒内に燃料が噴射されてから該燃料がある程度拡散しないと着火可能な空燃
比とならないため、燃料噴射から着火するまでにはある程度の時間がかかる。このような
燃料噴射から着火するまでの時間遅れを以下、「物理的遅れ」という。但し、燃料が十分
に拡散したとしても、着火可能温度に達していない場合には着火しない。つまり、気筒内
に燃料が噴射されてから着火するまでの時間は、燃料の拡散度合いとガスの温度とに影響
を受ける。
【００１６】
　ここで、燃料が着火可能なほど拡散するまでに要する時間は、例えば内燃機関の運転状
態に応じて変わるものの、該運転状態が同じであれば略一定の値となる。この略一定の値
を、本発明では所定期間としている。
【００１７】
　内燃機関の圧縮行程では、ガスの圧縮による温度上昇や気筒壁面等からの伝熱による温
度上昇する。そして、ある程度の圧縮が進むとガスの温度が着火可能温度に達する。
【００１８】
　ここで、気筒内のガスの温度が着火可能温度に到達する時期と、気筒内に燃料が噴射さ
れる時期とを比較し、気筒内に燃料が噴射される時期のほうが遅い場合には、該燃料が十
分に拡散するのと同時に着火する。つまり、燃料噴射時には既に着火可能温度に到達して
いるため、燃料が噴射されてから着火するまでの期間は物理的遅れのみとなる。
【００１９】
　一方、気筒内のガスの温度が着火可能温度に到達する時期と、気筒内に燃料が噴射され
る時期とを比較し、気筒内に燃料が噴射される時期のほうが早い場合には、気筒内のガス
の温度が着火可能温度に到達するまでの期間に応じて着火時期が変わる。ここで、燃料が
十分に拡散したとしても、着火可能温度に到達していなければ、着火しない。但し、燃料
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噴射が行なわれてから前記所定期間が経過する前に、着火可能温度に到達しても、燃料が
十分に拡散していないため、すぐには着火せずに燃料噴射から所定期間が経過したときに
着火する。このように、気筒内に燃料が噴射される時期からガスの着火可能温度に到達す
る時期までの期間に応じて着火時期が変わるため、これらの時期に基づいて着火時期を判
定することができる。
【００２０】
　そして本発明においては、前記着火時期判定手段は、前記気筒内に燃料が噴射される時
期のほうが前記ガスの着火可能温度に到達する時期よりも早い場合であって、該気筒内に
燃料が噴射される時期から前記ガスの着火可能温度に到達する時期までの期間が前記所定
期間よりも長い場合には、前記ガス温度算出手段により算出される温度がガスの着火可能
温度に到達する時期が着火時期であると判定することができる。
【００２１】
　つまり、燃料が十分に拡散した後でも、まだガスの温度が着火可能温度に到達していな
い場合には着火しない。その後、ガスの温度が着火可能温度に到達したときに着火する。
【００２２】
　また本発明においては、前記着火時期判定手段は、前記気筒内に燃料が噴射される時期
のほうが前記ガスの着火可能温度に到達する時期よりも早い場合であって、該気筒内に燃
料が噴射される時期から前記ガスの着火可能温度に到達する時期までの期間が前記所定期
間よりも短い場合には、該気筒内に燃料が噴射される時期から前記所定期間後が着火時期
であると判定することができる。
【００２３】
　つまり、燃料噴射後に着火可能温度に到達しても、そのときに燃料の拡散が十分でない
と着火しない。その後、燃料が十分に拡散したときに着火する。この場合、燃料が噴射さ
れてから着火するまでの期間は、物理的遅れのみとなる。
【００２４】
　本発明においては、前記着火時期に応じて気筒内の燃焼ガスの温度を算出する燃焼ガス
温度算出手段を備えることができる。
【００２５】
　ここで、着火時期が上死点よりも前か後かによって気筒内の燃焼ガスの温度が変わる。
つまり、上死点前に着火すると、着火により温度が上昇した後も、ピストンによりガスが
圧縮されるため、温度がさらに上昇する。一方、上死点後に着火すると、着火により温度
が上昇した後は、ピストンの下降により温度が下降するだけとなる。このように、着火時
期によって気筒内の燃焼ガスの温度が変わるため、燃焼ガス温度算出手段は、着火時期に
応じて例えば算出式を変更して気筒内の燃焼ガスの温度を算出する。このようにすること
で、気筒内の実際の燃焼ガスの温度の変化を考慮しつつ、燃焼ガスの温度を簡易に算出す
ることができる。そして、気筒内の燃焼ガスの温度を正確に算出することで、着火時期も
より正確に判定することが可能となる。
【００２６】
　そして、本発明においては、前記燃焼ガス温度算出手段は、着火時期が上死点前の場合
には、着火時期までの圧縮行程における温度上昇と、燃焼による温度上昇と、燃焼から上
死点までの圧縮行程における温度上昇と、上死点からの膨張行程における温度降下と、を
夫々算出することにより、気筒内の燃焼ガスの温度を算出することができる。
【００２７】
　つまり、気筒内燃焼ガスの温度が、例えば以下のようにして推移すると仮定している。
まず、上死点前に着火する場合には、着火時期までは断熱圧縮等によりガスの温度が上昇
する。そして、着火時期にてガスが燃焼することにより温度が上昇する。さらに、着火時
期から上死点までは断熱圧縮等によりガスの温度が上昇する。上死点後は、ピストンが下
降するため、断熱膨張等によりガスの温度が下降する。
【００２８】
　ここで、断熱圧縮等による温度上昇分は、着火時期が分かれば容易に算出することがで
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きる。また、燃料の燃焼による温度上昇も、燃料噴射量等に基づいて算出することができ
る。一方、上死点後の温度下降も、断熱膨張であることを考慮すれば容易に算出すること
ができる。つまり、着火時期、上死点、膨張終わりの夫々のガス温度を容易に算出するこ
とができる。これにより、コンピュータの計算負荷を低下させることができる。なお、ピ
ストンやシリンダ壁面から受ける熱による温度上昇を考慮しても良い。例えば圧縮行程で
は、圧縮による温度上昇と伝熱による温度上昇とを逐次算出していくことで気筒内のガス
温度を算出することもできる。
【００２９】
　また、本発明においては、前記燃焼ガス温度算出手段は、着火時期が上死点後の場合に
は、着火時期までの温度上昇と、燃焼による温度上昇と、燃焼後の膨張行程における温度
降下と、を夫々算出することにより、気筒内の燃焼ガスの温度を算出することができる。
【００３０】
　つまり、気筒内の燃焼ガスの温度が、例えば以下のようにして推移すると仮定している
。ここで、上死点後に着火する場合には、上死点直後に着火することが多い。つまり、着
火するまでは断熱圧縮等により温度が上昇していると考えることができる。そして、着火
時期においてガスが燃焼することにより温度が上昇する。その後は、ピストンが下降する
ため、断熱膨張等によりガスの温度が下降する。
【００３１】
　ここで、断熱圧縮等による温度上昇分は、着火時期が分かれば容易に算出することがで
きる。また、燃料の燃焼による温度上昇も、燃料噴射量に基づいて算出することができる
。一方、上死点後の温度下降も、断熱膨張であることを考慮すれば容易に算出することが
できる。つまり、着火時期、膨張終わりの夫々のガス温度を容易に算出することができる
。これにより、コンピュータの計算負荷を低下させることができる。なお、上述のように
、ピストンやシリンダ壁面から受ける熱による温度上昇を考慮しても良い。
【００３２】
　そして、本発明においては、前記燃焼ガス温度算出手段は、気筒内のガス温度の積算値
をそのガス温度を積算した期間で除することにより気筒内のガス温度の平均値を算出する
ことができる。
【００３３】
　つまり、着火時期及び上死点での夫々の温度を算出することができるため、例えば夫々
の時期と時期との間では、クランク角度に比例して温度が変化するとすれば、夫々のクラ
ンク角度にけるガス温度を簡易的に算出することができる。これにより、気筒内のガス温
度を積算することができる。この積算値は、クランクアングルに対する温度の軌跡を図示
したときに、この温度の軌跡の下側の面積と等しい。そして、この積算値を、その積算に
要したクランクアングルで割ることにより、その期間における平均ガス温度を算出するこ
とができる。この平均ガス温度は、時間的にも、空間的にも平均化された温度である。
【００３４】
　このように平均ガス温度を求めることができれば、圧縮開始時のガスの温度を算出する
ことができるため、着火時期を容易に求めることができる。つまり、繰り返し圧縮開始時
のガスの温度を求めることができる。
【発明の効果】
【００３５】
　本発明に係る内燃機関の燃焼制御装置は、着火時期を正確に且つ速やかに得ることがで
きる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３６】
　以下、本発明に係る内燃機関の燃焼制御装置の具体的な実施態様について図面に基づい
て説明する。
【実施例１】
【００３７】
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　図１は、本実施例に係る内燃機関の燃焼制御装置を適用する内燃機関１とその吸・排気
系の概略構成を示す図である。図１に示す内燃機関１は、水冷式の４サイクル・エンジン
である。
【００３８】
　内燃機関１には、吸気マニホールド２および排気マニホールド３が接続されている。こ
の吸気マニホールド２よりも上流には、吸気の流量に応じた信号を出力するエアフローメ
ータ４が設けられている。このエアフローメータ４により、内燃機関１の吸入空気量が測
定される。また、この吸入空気量に基づいて排気の量を求めることもできる。また、吸気
マニホールド２には、圧力を測定する圧力センサ８及び温度を測定する温度センサ９が取
り付けられている。
【００３９】
　内燃機関１は、各気筒１２にピストン１３を備えている。また、内燃機関１は、気筒１
２内に燃料を噴射する燃料噴射弁１１が取り付けられている。
【００４０】
　ピストン１３は、クランク機構を介してクランクシャフト１５と接続されている。クラ
ンクシャフト１５の近傍には、クランク角センサ１６が設けられている。クランク角セン
サ１６は、クランクシャフト１５の回転角度（すなわち、クランク角）を検出するように
構成されている。
【００４１】
　吸気マニホールド２と、気筒１２とは、内燃機関１に形成される吸気ポート１７を介し
て接続されている。吸気ポート１７が気筒１２に接続される箇所には、吸気弁１８が設け
られている。一方、排気マニホールド３と気筒１２とは、内燃機関１に形成される排気ポ
ート１９を介して接続されている。排気ポート１９が気筒１２に接続される箇所には、排
気弁２０が設けられている。
【００４２】
　以上述べたように構成された内燃機関１には、該内燃機関１を制御するための電子制御
ユニットであるＥＣＵ１０が併設されている。このＥＣＵ１０は、内燃機関１の運転条件
や運転者の要求に応じて内燃機関１の運転状態を制御するユニットである。
【００４３】
　ＥＣＵ１０には、各種センサ等が電気配線を介して接続され、該センサ等の出力信号が
入力されるようになっている。一方、ＥＣＵ１０には、燃料噴射弁１１が電気配線を介し
て接続され、該ＥＣＵ１０により燃料噴射弁１１からの燃料噴射量が制御される。
【００４４】
　そして本実施例では、ピストン１３による気筒１２内のガスの圧縮開始時の該ガスの温
度に基づいて着火時期を推定する。ここで、図２は、クランクアングルと気筒内の温度と
燃料噴射時期及び着火時期との関係を示した図である。なお、燃料噴射時期を四角印で示
し、着火時期を丸印で示している。そして、燃料噴射時期と、該燃料噴射時期に対応する
着火時期と、を夫々実線で結んでいる。なお、圧縮開始時とは、吸気弁が全閉となった時
点としても良い。
【００４５】
　圧縮行程時には、クランクアングルが増加するに従って気筒１２内の温度が上昇する。
そして、あるクランク角度（図２では、「着火」で示される角度）に到達すると、気筒１
２内の温度が、冷炎の発生する温度（例えば７６０Ｋ）となる。この冷炎の発生する温度
は、着火可能温度の下限値としても良い。なお、着火可能温度に達した時期を以下、「着
火可能時期」と称する。そして、ピストン１３が上死点に到達した後は、該ピストン１３
が下降することにより気筒１２内の温度が下降する。
【００４６】
　ここで、燃料噴射弁１１から燃料噴射が行なわれたときに、該燃料が拡散して着火可能
な空燃比となるまでには、ある程度の時間がかかる。この燃料噴射から着荷可能な空燃比
となるまでの期間を物理的遅れという。この物理的遅れに相当する期間を図２では両端に
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矢印が付いた実線で示している。つまり、気筒１２内の温度が着火可能温度となっていて
も、この物理遅れがあるためにすぐには着火しない。なお、本実施例においては物理的遅
れが、本発明における所定期間に相当する。
【００４７】
　この物理的遅れは、内燃機関１の運転状態に応じて変化する。ここで図３は、物理的遅
れに相当する期間を求めるマップである。横軸は機関回転数で、縦軸は燃料噴射量である
。つまり、機関回転数と燃料噴射量（機関負荷としても良い）とに基づいて物理的遅れに
相当する期間を求めることができる。
【００４８】
　また、物理的遅れを計算によって求めることができる。これは、噴射された燃料が可燃
混合気比となるために要する時間として算出する。すなわち以下の式により求めることが
できる。
【数１】

【００４９】
　ただし、λｗは混合比、θは噴霧角、ｔは噴射からの時間、ｃは収縮係数、ρｆは燃料
密度、ρａは筒内ガス密度、ｘは噴霧到達位置、Ｌｉｇは希釈ガス量、ΔＰは有効噴射圧
力、ｄは噴射径である。式１，２，３は、和栗らの運動量理論より得ることができる。ま
た、式４は、燃料性状（Ｈ，Ｃの割合）によって定まる。
【００５０】
　式１，２をｔに対して整理し、λｗ＝基準値（例えば０．５）として解くと以下のよう
になる。
【数２】

　この式５によれば、物理的遅れに相当する期間（つまり、噴射からの時間ｔ）を算出す
ることができる。
【００５１】
　一方、物理的遅れに相当する期間が経過しても、気筒１２内の温度が着火可能温度に到
達していなければ、着火は起こらない。つまり、物理的遅れに相当する期間が経過し且つ
気筒１２内の温度が着火可能温度となることで初めて着火する。
【００５２】
　ここで、燃料噴射時期と着火時期との関係を、次の３つに分けて考える。まず１つ目は
、燃料噴射時期が着火可能時期よりも早く、且つ、燃料噴射時期から着火可能時期までの
期間が物理的遅れよりも長い場合である。これは、図２の（Ａ）の場合である。２つ目は
、燃料噴射時期が着火可能時期よりも早く、且つ、燃料噴射時期から着火可能時期までの
期間が物理的遅れよりも短い場合である。これは、図２の（Ｂ）の場合である。そして、
３つ目は、燃料噴射時期が着火可能時期よりも遅い場合である。これは図２の（Ｃ）の場
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合である。
【００５３】
　１つ目の場合には、燃料噴射時期から物理的遅れ分が経過しても、着火可能温度に達し
ていないため、すぐには着火しない。そして、着火可能時期に到達した時点で着火する。
【００５４】
　２つ目の場合には、燃料噴射時期から物理的遅れに相当する期間が経過する前に着火可
能温度に達するが、このときには、物理的遅れに相当する期間が経過していないため、す
ぐには着火しない。そして、燃料噴射時期から物理的遅れに相当する期間が経過した時点
で着火する。
【００５５】
　３つ目の場合には、燃料噴射時期から物理的遅れに相当する期間が経過したときには着
火可能温度に達しているため、物理的遅れに相当する期間が経過するのと同時に着火する
。
【００５６】
　これら３つの場合によれば、燃料噴射時期と着火可能時期とに基づいて、着火時期を推
定することができる。つまり、燃料噴射時期が着火可能時期よりも早く、且つ、燃料噴射
時期から着火可能時期までの期間が物理的遅れよりも長い場合には、着火可能時期が着火
時期であると推定することができる。また、燃料噴射時期が着火可能時期よりも早く、且
つ、燃料噴射時期から着火可能時期までの期間が物理的遅れよりも短い場合には、燃料噴
射時期から物理的遅れに相当する期間が経過したときが着火時期であると推定することが
できる。さらに、着火可能時期よりも燃料噴射時期が後の場合には、燃料噴射時期から物
理的遅れに相当する期間が経過したときが着火時期であると推定することができる。
【００５７】
　ここで、燃料噴射時期は、燃料噴射弁１１を開弁させるためにＥＣＵ１０から送られる
信号の発信時とする。
【００５８】
　また、着火可能時期は、気筒１２内で断熱圧縮が起こっているとして該気筒１２内の温
度を算出し、この温度が着火可能温度となるクランクアングルとして算出することができ
る。このときに、気筒１２の壁面やピストン１３等からの伝熱の影響を考慮して気筒１２
内の温度を算出しても良い。例えば、所定クランクアングル毎に、圧縮による温度上昇と
伝熱による温度上昇とを逐次算出していくことで気筒１２内のガス温度を算出することが
できる。なお、本実施例では気筒１２内のガス温度を算出するＥＣＵ１０が、本発明にお
けるガス温度算出手段に相当する。
【００５９】
　着火可能時期を算出するときに、圧縮開始時の気筒１２内の温度が必要となるが、これ
は、気筒１２内のガス温度をサイクル毎に算出することで得ることができる。具体的には
、サイクル毎に、吸入ガスに熱を与え得る機関部材（吸気マニホールド２、吸気ポート１
７、吸気弁１８、排気弁２０、ピストン１３、気筒１２等）の壁面温度、及び気筒１２内
の残留ガスの温度を所定の計算モデルを用いて算出し、これらの温度と夫々の熱伝達率に
基づいて圧縮開始時の気筒１２内のガス温度を算出する。
【００６０】
　図４は、本実施例における着火時期を推定するためのフローを示したフローチャートで
ある。本ルーチンは、ＥＣＵ１０によりサイクル毎に実行される。
【００６１】
　ステップＳ１０１では、前サイクルの圧縮開始時の気筒１２内のガス温度が取得される
。気筒１２内のガス温度はＥＣＵ１０により繰り返し算出されているため、本ステップで
は、ＥＣＵ１０に記憶されている値が読み込まれる。
【００６２】
　ステップＳ１０２では、気筒１２内のガス温度が、着火可能温度となるときの気筒１２
内の容積Ｖが算出される。気筒１２内では断熱変化が起こっているものとして算出される
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。つまり、ＴＶ（κ－１）が一定となることに基づいて算出される。ただし、Ｔは気筒１
２内のガス温度であり、κは比熱比である。
【００６３】
　ステップＳ１０３では、ステップＳ１０２で算出される容積Ｖとなるクランク角度Ａが
算出される。本ステップでは、着火可能時期を算出している。つまり、気筒１２内の温度
が着火可能温度となる時期が算出される。クランク角度Ａと容積Ｖとの関係は予め求めて
おく。
【００６４】
　ステップＳ１０４では、機関回転数及び燃料噴射量が取得される。機関回転数はクラン
ク角センサ１６により得る。また、燃料噴射量は、ＥＣＵ１０で算出される値（指令値）
を用いる。
【００６５】
　ステップＳ１０５では、物理的遅れに相当する期間ｔが算出される。本ルーチンでは、
図３に示したマップに基づいて、物理的遅れに相当する期間ｔを得る。このマップは予め
実験等により求めてＥＣＵ１０に記憶させておく。
【００６６】
　ステップＳ１０６では、燃料噴射時期が取得される。これは、ＥＣＵ１０から燃料噴射
弁１１へ送られる信号の発信時として得ることができる。
【００６７】
　ステップＳ１０７では、燃料噴射時期に物理的遅れに相当する期間ｔを加えた時期が、
ステップＳ１０２で算出される容積Ｖとなるクランク角度Ａよりも小さいか否か判定され
る。燃料噴射時期に物理的遅れに相当する期間ｔを加えた時期とは、燃料が燃焼可能なほ
ど拡散している時期である。この時期が、着火可能温度となる時期よりも早いか否か判定
している。ステップＳ１０７で肯定判定がなされた場合にはステップＳ１０８へ進み、一
方否定判定がなされた場合にはステップＳ１０９へ進む。
【００６８】
　ステップＳ１０８では、ステップＳ１０２で算出される容積Ｖとなるクランク角度Ａが
着火時期であるとされる。つまり、前記１つ目の場合（図２の（Ａ））に相当する。
【００６９】
　ステップＳ１０９では、燃料噴射時期に物理的遅れに相当する期間ｔを加えた時期が着
火時期であるとされる。つまり、前記２つめの場合（図２の（Ｂ））または３つめの場合
（図２の（Ｃ））に相当する。
【００７０】
　このようにして、着火時期を求めることができる。また、以下のようにして着火時期を
求めることもできる。
【００７１】
　図５は、本実施例における着火時期を推定するための他のフローを示したフローチャー
トである。本ルーチンは、ＥＣＵ１０によりサイクル毎に実行される。なお、図４に示し
たフローと同じ処理がなされるステップについては同じ符号を付して説明を省略する。
【００７２】
　ステップＳ２０１では、気筒１２内のガス密度ρａ及び有効噴射圧力ΔＰが取得される
。
【００７３】
　ステップＳ２０２では、物理的遅れに相当する期間ｔが算出される。本ルーチンでは、
式５に基づいて物理的遅れに相当する期間ｔを得る。この式５は、ＥＣＵ１０に記憶させ
ておく。
【００７４】
　このようにして、着火時期を正確に推定することができる。なお、本実施例では図４ま
たは５に示したフローを実行するＥＣＵ１０が、本発明における着火時期判定手段に相当
する。
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【実施例２】
【００７５】
　本実施例では、実施例１で推定される着火時期に基づいて燃焼ガス温度を推定する。ハ
ードウェアについては実施例１と同じため、説明を省略する。
【００７６】
　ここで、本実施例では、着火時期が圧縮上死点よりも前か後かによって、燃焼ガス温度
の算出方法を変える。つまり、着火時期が圧縮上死点よりも前か後かにより燃焼ガス温度
が変わるため、これに合わせて場合分けをしつつ燃焼ガス温度を算出する。
【００７７】
　ここで、図６は、着火時期が圧縮上死点よりも前の場合における気筒内のガス温度の推
移と、気筒内の容積の推移とを示した図である。また、図７は、着火時期が圧縮上死点よ
りも後の場合における気筒内のガス温度の推移を示した図である。ＳＯＩは燃料噴射時期
を示し、ＩＴは着火時期を示し、ＴＤＣは圧縮上死点を示している。
【００７８】
　図６及び図７において、（０）は、前サイクルの圧縮開始時における気筒１２内の温度
を示している。（１）は、燃焼ガス温度の算出開始時における気筒１２内の温度を示して
いる。（２）は、着火直前の気筒１２内の温度を示している。これは、着火時期における
燃焼前のガス温度とすることができる。（３）は、着火時期において予混合燃焼のみが行
われると仮定したときの気筒１２内の温度を示している。（４）は、着火時期において拡
散燃焼のみが行われると仮定したときの気筒１２内の温度を示している。（５）は、着火
時期において予混合燃焼と拡散燃焼との両方が行われると仮定したときの気筒１２内の温
度を示している。（６）は、圧縮上死点における気筒１２内の温度を示している。（７）
は、燃焼ガス温度の算出終了時における気筒１２内の温度を示している。
【００７９】
　ここで、（５）の予混合燃焼と拡散燃焼との両方が行われると仮定したときの気筒１２
内の温度とは、予混合燃焼と拡散燃焼とが所定の比率で起こったときの温度をいう。この
予混合燃焼と拡散燃焼とが起こる比率は、内燃機関１の設計段階で調節することができる
。つまり、本実施例では、予め設定された比率で予混合燃焼と拡散燃焼とが起きると仮定
している。なお、本実施例では、予混合燃焼と拡散燃焼とが着火時期に開始され且つ終了
されると仮定している。そして、（５）の温度は、（３）の温度と、（４）の温度と、前
記所定の比率と、に基づいて算出される。つまり、（５）の温度は、（３）の温度から（
４）の温度までの間の温度であり、図６及び図７において（３）の温度から（４）の温度
までの間を前記所定の比率で区切ることにより求めることができる。
【００８０】
　そして、図６において、（１）から（２）までは、断熱圧縮と仮定している。（５）か
ら（６）までも、断熱圧縮と仮定している。（６）から（７）は断熱膨張と仮定している
。
【００８１】
　また、図７において、（１）から（２）までは、断熱変化と仮定している。（５）から
（７）は断熱膨張と仮定している。
【００８２】
　このようにして（１）から（７）までの温度を夫々算出し、図６では、（１）、（２）
、（５）、（６）、（７）を順に繋ぎ、図７では、（１）、（２）、（５）、（７）の順
に繋ぐ。そして、夫々の点を繋ぐ線の下側部分の面積を算出する。この面積は、気筒１２
内のガス温度の積算値と等しい。そして、この面積をその間のクランクアングルで割るこ
とにより、その間の平均温度を算出することができる。
【００８３】
　仮に、ガスが燃焼してから上死点までの間の圧縮行程時における温度上昇を考慮しない
と、図６における（５）と（７）とを繋ぐことになるため、（５）、（６）、（７）を夫
々繋いでできる三角形の面積の分だけガス温度の積算値が低く算出されてしまう。つまり
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、ガスが燃焼してから上死点までの間の圧縮行程時における温度上昇を考慮することで、
ガス温度の積算値をより正確に算出することが可能となる。また、拡散燃焼または予混合
燃焼の何れか一方のみが起こっていると仮定しても、ガス温度の積算値を正確に求めるこ
とが困難となる。
【００８４】
　次に図８は、本実施例に係る気筒内ガス温度を算出するためのフローを示したフローチ
ャートである。本ルーチンはＥＣＵ１０によりサイクル毎に実行される。
【００８５】
　ステップＳ３０１では、前述の（０）の点における温度Ｔ０が取得される。つまり、前
サイクルの圧縮開始時のガスの温度Ｔ０が取得される。
【００８６】
　ステップＳ３０２では、前述の（１）の点における温度Ｔ１が算出される。（１）の点
における温度Ｔ１は以下の式により算出される。
【数３】

　ただし、Ｖ０は（０）の点における気筒１２内の容積、Ｖ１は（１）の点における気筒
１２内の容積、κは比熱比である。
【００８７】
　ステップＳ３０３では、着火時期ＩＴが取得される。この着火時期は実施例１により得
ることができる。
【００８８】
　ステップＳ３０４では、前述の（２）の点における温度Ｔ２が算出される。（２）の点
における温度Ｔ２は以下の式により算出される。
【数４】

　ただし、Ｖ２は（２）の点における気筒１２内の容積である。
【００８９】
　ステップＳ３０５では、前述の（３）の点における温度Ｔ３が算出される。これについ
ては後述する。
【００９０】
　ステップＳ３０６では、前述の（４）の点における温度Ｔ４が算出される。これについ
ては後述する。
【００９１】
　ステップＳ３０７では、前述の（５）の点における温度Ｔ５が算出される。（５）の点
における温度Ｔ５は以下の式により算出される。
　Ｔ５＝Ｔ３×（１－Ｒ）＋Ｔ４×Ｒ
　ただし、Ｒは予混合燃焼と拡散燃焼との比率である。
【００９２】
　ステップＳ３０８では、着火時期が上死点よりも小さいか否か判定される。すなわち、
着火時期が上死点よりも前か否か判定される。本実施例では、図６で示す場合であるか否
か判定される。ステップＳ３０８で肯定判定がなされた場合にはステップＳ３０９へ進み
、一方否定判定がなされた場合にはステップＳ３１０へ進む。
【００９３】
　ステップＳ３０９では、前述の（６）の点における温度Ｔ６が算出される。そして（６



(13) JP 2010-7514 A 2010.1.14

10

20

30

40

50

）の点における温度Ｔ６は以下の式により算出される。
【数５】

　ただし、Ｖ５は（５）の点における気筒１２内の容積であり、Ｖ６は（６）の点におけ
る気筒１２内の容積である。
【００９４】
　ステップＳ３１０では、前述の（７）の点における温度Ｔ７が算出される。（７）の点
における温度Ｔ７は以下の式により算出される。

【数６】

　ただし、Ｖ３は（３）の点における気筒１２内の容積であり、Ｖ７は（７）の点におけ
る気筒１２内の容積である。
【００９５】
　ステップＳ３１１では、積算温度Ｔｉｎｔｅが算出される。つまり、前述の面積が算出
される。積算温度Ｔｉｎｔｅは以下の式により算出される。
　Ｔｉｎｔｅ＝（Ｔ１＋Ｔ２）×（ＩＴ－Ａ１）／２＋（Ｔ５＋Ｔ６）×（ＴＤＣ－ＩＴ
）／２＋（Ｔ６＋Ｔ７）×（Ａ７－ＴＤＣ）／２
　ただし、Ａ１は（１）の点におけるクランク角度であり、Ａ７は（７）の点におけるク
ランク角度である。
【００９６】
　ステップＳ３１２では、平均ガス温度Ｔｆが算出される。つまり、積算温度Ｔｉｎｔｅ
を（１）から（７）までのクランクアングルで除することにより平均ガス温度が算出され
る。つまり、以下の式により平均ガス温度Ｔｆが算出される。
　Ｔｆ＝Ｔｉｎｔｅ／（Ａ７－Ａ１）
【００９７】
　この平均ガス温度Ｔｆを算出すれば、例えば以下の式により吸気弁１８またはピストン
１３への伝熱量Ｑを算出することができる。
　Ｑ＝Ａ１×α１×（Ｔｆ－Ｔｗ）＋Ａ２×α２×（Ｔｇ－Ｔｗ）
【００９８】
　但し、Ａ１は燃焼ガスが接する面積、Ａ２は残留ガスや未燃ガスが接する面積、α１及
びα２は熱伝達率、Ｔｇは残留ガスや未燃ガスの温度、Ｔｗは吸気弁１８またはピストン
１３の温度を示している。つまり、燃焼時のガスと、燃焼後または未燃のガスと、に分け
て伝熱量Ｑを算出している。なお、Ａ１及びＡ２は、燃焼ガスの接触割合を予め実験等に
より求めておき、該接触割合に従って面積を算出しても良い。このように、平均ガス温度
Ｔｆを代表温度として用いることにより、伝熱量Ｑを簡易に求めることができる。このよ
うにして、ピストン１３及び吸気弁１８の他、吸入ガスに熱を与え得る機関部材の壁面温
度を算出することができるため、吸入ガスの温度を算出することができる。つまり、圧縮
開始時の気筒１２内のガス温度を算出することができる。
【００９９】
　なお、本実施例では図８に示したフローを実行するＥＣＵ１０が、本発明における燃焼
ガス温度算出手段に相当する。
【０１００】
　ここで、前述した（３）の点における温度Ｔ３は以下のようにして算出する。
　まず燃料のモル数ｍｆｕｅｌ（ｍｏｌ）を以下の式により算出する。
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　ｍｆｕｅｌ＝（Ｑ×ρｆ／１０００）／Ｍｆｕｅｌ
　ただし、Ｑは燃料噴射量（ｍｍ３／ｓｔ）、ρｆは燃料密度（ｇ／ｃｍ３）、Ｍｆｕｅ
ｌは燃料分子量（ｇ／ｍｏｌ）である。燃料噴射量Ｑには、指令値が用いられる。また、
燃料密度ρｆ及び燃料分子量Ｍｆｕｅｌは、予め実験等により求めておいた値が用いられ
る。
【０１０１】
　次に、燃料発熱量Ｑｆｕｅｌ（Ｊ）を以下の式により算出する。
　Ｑｆｕｅｌ＝Ｍｆｕｅｌ×ＱＦ×１０００
　ただし、ＱＦは燃料発熱量（ｋＪ／ｍｏｌ）である。燃料発熱量ＱＦは、予め実験等に
より求めておいた値が用いられる。
【０１０２】
　さらに、完全燃焼に要する気筒１２内のガス量Ｇｇａｓｓｔ（ｇ）を算出する。これは
、ストイキとなるガス量である。
　Ｇｇａｓｓｔ＝（Ｑ×ρｆ／１０００）×ＴＨＡＦ
　ただし、ＴＨＡＦは量論比（１４．６）である。
【０１０３】
　また、着火時のガス温度上昇量ΔＴ１（Ｋ）を以下の式により算出する。
　ΔＴ１＝Ｑｆｕｅｌ／（Ｃｐ×Ｇｇａｓｓｔ）
　ただし、Ｃｐは燃焼ガスの定圧比熱（Ｊ／ｇ・Ｋ）である。燃焼ガスの定圧比熱Ｃｐは
、予め実験等により求めておいた値が用いられる。
【０１０４】
　そして、（３）の点における温度Ｔ３を以下の式により算出する。
　Ｔ３＝Ｔ２＋ΔＴ１
【０１０５】
　一方、（４）の点における温度Ｔ４は以下のようにして算出する。
　まず、燃料のモル数ｍｆｕｅｌ（ｍｏｌ）及び燃料発熱量Ｑｆｕｅｌ（Ｊ）を上述のよ
うにして算出する。
【０１０６】
　次に、気筒１２内の吸入空気量Ｇｃｙｌ（ｇ／ｓｔ）を以下の式により算出する。
　Ｇｃｙｌ＝ＴＢＡＳＥ／Ｔｂ×（Ａ×Ｐｉｍ＋Ｂ）×（１／２）
　ただし、ＴＢＡＳＥは基準温度定数（Ｋ）、Ｔｂは吸気マニホールド２内のガス温度（
Ｋ）、Ｐｉｍは吸気圧（ｋＰａ）、Ａ及びＢは定数である。吸気マニホールド２内のガス
温度Ｔｂは、温度センサ９により得る。また、吸気圧Ｐｉｍは、圧力センサ８により得る
。その他は、予め設定された値が用いられる。
【０１０７】
　また、着火時のガス温度上昇量ΔＴ２（Ｋ）を以下の式により算出する。
　ΔＴ２＝Ｑｆｕｅｌ／（Ｃｐ×Ｇｃｙｌ）
【０１０８】
　そして、（４）の点における温度Ｔ３を以下の式により算出する。
　Ｔ４＝Ｔ２＋ΔＴ２
【０１０９】
　このようにして、簡易的に燃焼ガス温度を算出することができるため、例えばこの燃焼
ガス温度に従って吸気弁やピストンへの伝熱量を算出することができる。これにより、着
火時期を求めることもできる。また、燃焼ガス温度を簡易的に求めることができるため、
ＥＣＵ１０の計算負荷を低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【０１１０】
【図１】実施例に係る内燃機関の燃焼制御装置を適用する内燃機関とその吸・排気系の概
略構成を示す図である。
【図２】クランクアングルと気筒内の温度と燃料噴射時期及び着火時期との関係を示した
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【図３】物理的遅れに相当する期間を求めるマップである。
【図４】実施例１における着火時期を推定するためのフローを示したフローチャートであ
る。
【図５】実施例１における着火時期を推定するための他のフローを示したフローチャート
である。
【図６】着火時期が圧縮上死点よりも前の場合における気筒内のガス温度の推移と、気筒
内の容積の推移とを示した図である。
【図７】着火時期が圧縮上死点よりも後の場合における気筒内のガス温度の推移を示した
図である。
【図８】実施例２に係る気筒内ガス温度を算出するためのフローを示したフローチャート
である。
【符号の説明】
【０１１１】
１     内燃機関
２     吸気マニホールド
３     排気マニホールド
４     エアフローメータ
８     圧力センサ
９     温度センサ
１０   ＥＣＵ
１１   燃料噴射弁
１２   気筒
１３   ピストン
１５   クランクシャフト
１６   クランク角センサ
１７   吸気ポート
１８   吸気弁
１９   排気ポート
２０   排気弁
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